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第 11 章 参考資料 

11.1 策定体制 

 本ビジョンの策定にあたっては、有識者と下水道普及地域及び未普及地域の住民で

構成された「熊取町下水道事業経営委員会」を設置し、本ビジョンの内容や将来像等

について多くの意見交換・助言をいただきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○熊取町下水道事業経営委員会　名簿（敬称略）

任期：令和元年8月1日から令和3年7月31日まで

○熊取町下水道事業経営員会　開催経過

※令和２年５月開催予定の委員会については、新型コロナウイルス感染症対策に伴い延期

令和２年度
第２回

令和２年11月17日
熊取町下水道ビジョン（経営戦略）案
令和元年度熊取町下水道事業会計決算概要

令和２年度
第３回

（書面開催） 熊取町下水道ビジョン（経営戦略）

令和元年度
第3回

令和２年２月17日
整備計画
ストックマネジメント計画

令和２年度
第１回

令和2年8月20日
整備計画
ストックマネジメント計画
経営戦略（投資財政計画）

令和元年度
第1回

令和元年８月28日

熊取町下水道ビジョン（経営戦略）の策定の背景
熊取町下水道事業の現状
下水道事業を取り巻く変化と今後の課題
スローガン・キャッチフレーズ

令和元年度
第2回

令和元年11月15日

平成30年度熊取町下水道事業会計決算概要
下水道使用料の算定方式
施設管理の課題
未普及地域への整備の方向性

委 員 見鳥 信吉 公認会計士・税理士

回 数 開 催 日 時 主な議題・内容等

委 員 小田 里志 大阪府南部流域下水道事務所

委 員 喜納 敦子 熊取町パブリックモニター

副 委 員長 梅田 康雄 熊取町自治会連合会副会長

委 員 奥野 真一 熊取町パブリックモニター

役 職 委 員 名 所属等（令和元年8月1日委嘱時点）

委 員 長 冨田 安夫 近畿大学　理工学部教授
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○下水道事業経営委員会規則 
         
（趣旨）          
第１条 この規則は、附属機関条例（平成 25 年条例第１号）第２条の規定に基づき、 

下水道事業経営委員会（以下「委員会」という。）の組織及び運営に関し必要な事項
を定めるものとする。 

（所掌事務） 
第２条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 
（１） 下水道事業の経営に関する計画策定の調査及び検討に関すること。 
（２） 計画の目標達成状況の点検及び進行管理に関すること。 
（３） 下水道事業の業務の執行に関し、適正な運営を確保する観点から必要である

と町長が判断した事項に関すること。 
（組織） 
第３条 委員会は、委員６人以内で組織する。 
２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから町長が委嘱する。 
（１） 公営企業会計、下水道計画及び事業運営等の専門的な知識を有する有識者 
（２） 住民代表者 
（任期） 
第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠委員の

任期は、前任者の残任期間とする。 
２ 委員は、再任されることができる。 
（委員長及び副委員長） 
第５条 委員会に委員長及び副委員長をそれぞれ１人置く。 
２ 委員長は、委員の互選により選出し、副委員長は委員長が指名する。 
３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 
４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 
（会議） 
第６条 委員会の会議は、委員長が招集し、委員長がその議長となる。 
２ 委員会の会議は、委員の２分の１以上が出席しなければ開くことができない。 
３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決する

ところによる。 
（専門部会の設置） 
第７条 委員長は、計画を専門的に検討するため、委員会に専門部会を設置すること

ができる。 
（意見の聴取等） 
第８条 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、そ

の意見又は説明を聴くことができる。 
（報告） 
第９条 委員長は、必要に応じて委員会の状況等を町長に報告する。 
（庶務） 
第 10 条 委員会の庶務は、下水道事業主管課において処理する。 
（委任） 
第 11 条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長

が定める。 
附 則 

この規則は、平成 30 年４月１日から施行する。 
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11.2 総務省「経営戦略」への対応 

  総務省より、経営戦略の策定率を令和 2 年度までに 100％とすることとされてお

ります（「経営戦略の策定推進について」（平成 28 年 1 月 26 日総務省通知））。 

  策定にかかる支援措置については、「経営戦略策定ガイドライン」としてとりまと

められており、最低限取り込むべきと考えられる事項例が「経営戦略ひな形様式」

として示されております。本ビジョンはガイドラインで示されている事項例を参考

に策定しておりますが、必要な事項の精度を高めるとともに取り組む事項について

も適宜追加しております。 

  なお、参考として、本ビジョンを経営戦略ひな形様式に当てはめた場合、以下の

とおりとなります。 
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令和 ３ 年 ３ 月

令和 ３ 年度 ～ 令和 12 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

　

　

熊 取 町 下 水 道 事 業 経 営 戦 略

団 体 名 ： 　熊取町

事 業 名 ： 　熊取町下水道事業

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： （10年間）

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（供用開始後年数）

　平成３年度（30年）
法適（全部適用・一部適用）

非 適 の 区 分
　法適（全部適用）

処理区域内人口密度
　58.6人／ｈａ
　（35,569人／607.3ｈａ）

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

　　有

処 理 区 数 １区

処 理 場 数 　　なし　（南大阪湾岸中部流域関連公共下水道）

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

「広域化」
○南大阪湾岸流域下水道中部水みらいセンターにおいて、熊取町・岸和田市・貝塚市・泉
佐野市・田尻町・泉南市の自治体の下水処理を実施しています。
○同水みらいセンター並びに同流域下水道汚水幹線の建設及び維持管理についても、同様
に実施しています。

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進
するための計画に基づき実施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組
合によって実施する場合等）を指す。
　　「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択
すること（処理区の統廃合を含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

　基本料金　　　　　　　８㎥　まで　　　　　　　　　　　　　　　 ８３６円 　　

　超過料金　　　　　　　９㎥　　 ～ 　　　１０㎥まで 　１㎥につき１１０円

　　　　　　　　　　　１１㎥　　 ～　　　 ２０㎥まで 　１㎥につき１２５円

　　　　　　　　　　　２１㎥　　 ～ 　　　３０㎥まで 　１㎥につき１４２円

　　　　　　　　　　　３１㎥　　 ～ 　　　４０㎥まで 　１㎥につき１６６円

　　　　　　　　　　　４１㎥　　 ～ 　　　６０㎥まで 　１㎥につき１９１円

　　　　　　　　　　　６１㎥　　 ～ 　　１００㎥まで　 １㎥につき２００円

　　　　　　　　　　１０１㎥　　 ～ 　　５００㎥まで　 １㎥につき２４３円

　　　　　　　　　　５０１㎥  　～　１，０００㎥まで　 １㎥につき２８６円

　　　　　　　　１，００１㎥    ～　　　　　　　　　 　１㎥につき３３０円

一般家庭用使用料体系の
概要・考え方
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2,490 円 3,080 円

2,490 円 2,809 円

2,530 円 2,800 円

③ 組　織

（２）民 間 活 力 の 活 用 等

業務用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

　業務用使用料体系なし

その 他の 使 用 料体 系 の
概 要 ･ 考 え 方 　その他使用料体系なし

平成29年度 平成29年度

平成30年度 平成30年度

令和元年度 令和元年度

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における20㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に20㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 
 電子計算器等保守管理業務、ポンプ等維持管理業務、
排水設備等検査補助業務、下水道台帳作成および維持
管理業務など専門的な技術や資機材が必要な業務を民
間業者に委託しています。
 下水道使用料徴収業務は、検針業務や水道使用水量
に関連するため上水道課（水道事業）に供用開始時か
ら委託しています。なお当該業務は令和３年４月以降、
大阪広域水道企業団に委託する予定です。

 イ　指定管理者制度

　
 現在の民間委託を継続する方針のため、指定管理者
制度については未検討です。

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

　
 現在の民間委託を継続する方針のため、ＰＰＰ・ＰＦＩに
ついては未検討です。

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）
*4

　なし

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）
*5

　なし

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。

*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

事業運営組織

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ 20 ㎥ あ た り ）
※過 去３年 度 分を 記載

実 質 的 な 使 用 料 *3
（ 20 ㎥ あ た り ）
※過去３年度分を記載

職 員 数

　令和３年２月現在、下水担当理事・課長・課長補佐・経営グループ３名、整備グルー
プ４名の合計職員数10名で業務に従事しています。
　なお、上下水道部長については、下水道事業・水道事業を兼務しているため、職員数
10名には含めていません。

上下水道部

下水道課 経営グループ

整備グループ

上水道課 業務グループ

工務グループ
※網掛け部分が下水道事業

　 令和3年4月より下水道課は都市整備部へ編入される予定。

民 間 活 用 の 状 況

資 産 活 用 の 状 況
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（３）経営比較分析表を活用した現状分析

２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

　150･151ページ参照

① 収支計画のうち投資についての説明

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

○投資の目標に関する事項
　　令和12年度末下水道人口普及率90％を目標とします。
○管渠の建設に関する事項
　　事業計画区域（管渠延長24.7km・区域面積842.93ha）において、整備計画に基づき令和12年度までに18km
　　の管渠整備、21箇所のマンホールポンプ施設整備を実施します。
　　事業計画区域の整備は令和16年度までに完了予定です。
○防災・安全対策に関する事項
　　ストックマネジメント計画に基づき管路の点検調査を実施するとともに必要に応じて修繕改築計画および
　　修繕改築工事を実施します。
　　マンホールポンプ施設は計画期間内において38箇所の改築工事を実施します。
○共同化・最適化に関する事項
　　南大阪湾岸流域下水道と連携し施設の建設および維持管理を継続しつつ、更なる業務委託の拡大等の調査
　　研究を進めます。
○投資の平準化に関する事項
　　整備計画に基づき財源と整合のとれた整備を目指します。
○公債費の元金償還額
　　投資的事業を推進するため新規の起債の借入が発生するが、過去の借入分が償還満了を迎えるため、元金
　　償還額は減少していきます。

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添
付すること。

　令和元年度に策定・公表した平成30年度決算「経営比較分析表」を添付しています。※149ページ参照

　平成30年度より公営企業会計が適用されることになりました。そのため、官庁会計時代（前年度まで）には
存在しなかった減価償却費、長期前受金戻入や各種引当金など現金が伴わない勘定科目や、貸借対照表・損益
計算書等の財務諸表を使用することになり、かつ会計ルールが現金主義から発生主義となったことにより、指
標が大きく変化しています。なお、公営企業会計適用１年目のため現金の余裕がなく、年度末の現金不足のた
め一時借入金で対応しました。
　今後も整備が必要な区域が多く長い年月と多くの投資が必要となることに加え、近い将来、民間開発事業者
から無償譲渡された施設の中で法定耐用年数を超えるものが出てくることから、維持管理に必要な費用も増加
することが予想されます。
　そのため、令和３年３月を目標に令和３年から10年間の下水道ビジョン（経営戦略）を策定に取り組んでお
り、そこでは経営、整備、維持管理、連携による事務の効率化や下水道サービスの向上等の観点から、事業を
どのように進めていくかについての方針を示す予定です。

熊取町下水道事業基本理念（キャッチフレーズ）
　住みたい、住み続けたい、いつか帰りたいまちを支える　くまとりの下水道
基本方針
①計画的かつ適切な施設管理

②下水道整備の早期実現

③健全で持続可能な経営体制

（１）投資・財政計画（収支計画）  
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②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

○職員給与費に関する事項
　　整備拡大と維持管理施設の増加に伴い計画期間内に職員２名を増員し、適正な業務体制を維持します。
○民間の活力の活用に関する事項
　　専門的な技術を要する業務については、民間業務委託としています。
○動力費に関する事項
　　マンホールポンプ施設の運転に係る動力費（電力料）を見込んでいます。
○薬品費に関する事項
　　本町単独管理の下水処理場はないため、計上していません。
○修繕費に関する事項
　　ストックマネジメント計画による点検調査に伴う、修繕費の増加を見込んでいます。
○委託費に関する事項
　　整備拡大にて生じるマンホールポンプ施設の増加による管理委託費の増加を見込んでいます。
○流域下水道負担金
　　建設負担金・維持管理負担金として、大阪府流域下水道事業経営戦略等で計画されている負担額としてい
　　ます。
○公債費の利子償還額
　　元金償還額が減少することに併せて減少となります。

広域化・共同化・最適化に関する事項
　南大阪湾岸中部流域関連公共下水道として継続しつつ、現在実施して
いる事務以外の広域連携の可能性について研究します。
　大阪広域水道企業団との業務連携の充実を検討します。

投資の平準化に関する事項

　整備計画において現在の事業計画区域内の整備には16年間を予定して
いるため、令和13年度以降も整備計画に基づいた整備工事を継続します。
　ストックマネジメント計画における施設の点検調査結果によっては、
新たな改築更新工事の発生が予想されますが、改築更新費用の急激な増
加とならないよう、長期的な視点で計画的に改築更新を進めます。

○財源の目標に関する事項
　　事業運営に重要である目標値を以下のとおり設定します。
　　・資金残高の確保（計画期間内）　３億円
　　・資金残高の確保（長期）　　　　下水道使用料の12ヶ月分相当額
　　・当期純利益の確保　　　　　　　毎年度
　　・経費回収率　　　　　　　　　　100％
　　・水洗化率　　　　　　　　　　　 94％以上
　　・減債積立金の組入　　　　　　　毎年度（※投資的事業費の確保）
○使用料収入の見通し、使用料の見直しに関する事項
　　使用料収入の減少が予想され、今後当年度純利益の確保が困難となり、資金残高及び補填財源残高のマイナ
　　スが予想されることから、今後３年間に一度の使用料の見直しを実施します。
○企業債に関する事項
　　将来の使用者の負担増を抑制しつつ公平性を確保するため借入残高の上限を設定します。
　　・起債未償還残高の基準　　　　　 55億円以内（※借入額の抑制）
○繰入金に関する事項
　　国の基準に基づく基準内繰入金を確保する一方、基準外繰入金を以下の上限に抑制します。
　　・基準外繰入金の抑制　　　　　　47,000千円以内
　　　　　　　　　　　　　　　　　（※独立採算の推進。なお、計画期間後期より削減を開始します。）
○資産の有効活用に関する事項
　　活用可能な資産はありません。
○国補助金に関する事項
　　国補助金が最大限活用できることを検討し、国、大阪府や関係機関と協議していきます。
　　・国補助金の確保　　　　　　　　予算額100％（※投資的事業費の確保）



148 
 

 

 

 

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

４． 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

民間活力の活用に関する事項
（ＰＰＰ／ＰＦＩなど）

　現在のところ予定なし。

その他の取組 　特になし。

使用料の見直しに関する事項

　
　公営企業会計を適用後において計画策定した結果、厳しい財政状況が明
らかとなりました。独立採算を基本とした企業会計では下水道使用料の確
保が望ましい形であるため、令和３年度より公営企業会計での使用料の見
直しを実施していきます。なお、見直しについては３年に一度とするため、
令和５年度、８年度、11年度としています。また、実施するにあたり、新
たな下水道使用料算定基準の導入も検討します。

資産活用による収入増加
の取組について

　
　現在では活用できる資産がありません。今後において、活用できる資産
が発生した場合に検討します。

その他の取組 　特になし。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管

理者制度、PPP/PFIなど）

　
　民間委託が可能で、効率的な業務範囲を検討します。

「投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組」
なし。

動力費に関する事項
「投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組」
なし。

薬品費に関する事項 　該当なし。

修繕費に関する事項
「投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組」
なし。

委託費に関する事項
「投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組」
なし。

その他の取組 特になし。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

　マネジメントサイクル（ＰＤＣＡ）による目標管理を採用することとし、令和
３年度から令和７年度を前期、令和８年度～令和12年度を後期として、各期で事
後評価を実施します。
　また、下水道事業経営委員会を定期的（年２回以上）に開催し、随時事業運営
の確認、検討および意見交換を行います。

職員給与費に関する事項
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11.3 用語説明 

 

あ行                                     

・一般会計繰入金 

地方公営企業の事業運営に必要な財源として、一般会計から繰り入れられる資

金のこと。 

・雨水処理負担金 

一般会計繰入金のうち、雨水処理に要する経費に充てるため繰り入れられる資

金のこと。 

・打ち切り決算 

平成 30 年４月より地方公営企業法適用のため、平成 29 年度は出納整理期間

が無いため同年３月 31 日での決算となる。 

・枝線 

排水面積 20 ヘクタール未満を受け持つ管渠のこと。町の大部分の管渠にあた

る。 

・大阪広域水道企業団 

大阪府営水道を引き継ぐ団体で、平成 22 年度に大阪府内 42 市町村が共同で

設立した一部事務組合のこと。当初は「水道用水供給事業」と「工業用水供給

事業」のみ実施していたが、平成 29 年度からは各家庭に水道水供給する「水

道事業」も開始し、熊取町は令和３年４月１日から水道事業を統合する。 

 

か行                                     

・幹線 

排水面積 20 ヘクタール以上を受け持つ管渠のこと。 

・企業債 

地方公営企業が、建設改良費などの財源として借り入れる資金のこと。 

・基準外繰入金 

一般会計繰入金で、基準内繰入金以外の繰入金のこと（主に公営企業会計の財

源不足を補てんするためのもの）。 

・基準内繰入金 

一般会計繰入金で、総務省が示している「繰出基準」にて地方公営企業の運営

上生じる経費のうち、一般会計が負担するべきとされている経費に充てる繰入

金のこと。 

・行政区域内人口 

熊取町に住民票の登録がある人口のこと。 
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・熊取町第４次総合計画 

住民にまちづくりの長期的な展望を示すため、本町の総合的かつ計画的な行政

運営の総合指標として策定したもの。 

2018 年を基準年度とし、2027 年を目標年次とする 10 年間の計画 

・経営比較分析表 

各地方公営企業の経営及び施設の状況を表す指標を、総務省が全国様式として

定めたもの。当該団体の経年比較や他の公営企業との比較分析、その結果導き

出される課題の把握が可能となる。 

・経費回収率 

使用料で賄うべきとされる汚水処理に必要な経費（維持管理費や減価償却費な

ど）及び支払利息を、どの程度使用料で賄えているかを示す指標のこと。 

・下水道台帳システム 

下水道管渠の埋設位置、管径、管種、工事年度などの必要な情報をパソコンを

活用し検索や閲覧ができるようしたシステム。 

・下水道 BCP（Business Continuity Plan） 

大規模な災害、事故等により職員、庁舎、設備等に相当の被害を受けても優先

実施業務を中断せず、許容される時間内で復旧できるようにするための計画の

こと。 

・減価償却費 

固定資産の取得に要した費用を購入時に計上するのではなく、使用可能期間（法

定耐用年数）に応じて分割して１年ずつ計上するもの。現金の支払行為は発生

せず内部留保資金として蓄えられ、資産の更新費用等に使用する。 

・減債積立金 

企業債の償還に備えるために積み立てる資金のこと。 

・建設工事デフレーター 

建設工事に係る工事費を基準年度の実質の工事費に変換する目的で国土交通省

が公表しているデータ。 

・公営企業会計 

民間企業と同様の会計基準（発生主義、複式簿記の採用など）に基づき、サー

ビスの提供と資産の管理を行うもの。必要な経費は、経営サービスの提供に伴

う収入（使用料）をもって充てる独立採算制が原則とされる。 

・公共下水道債 

企業債のうち、下水道整備に係る建設改良費などの財源として借り入れる資金

のこと。 
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・国立社会保障・人口問題研究所 

平成８年に厚生省人口問題研究所と特殊法人社会保障研究所が統合し設立され

た厚生労働省に所属する研究機関であり、人口や世帯の動向をとらえるととも

に、内外の社会保障政策や制度についての研究を行っている。 

 

さ行                                     

・資金残高 

特定の日（主に年度末日）現在で保有している資金の金額のこと。 

・指定避難所 

家屋の損壊、滅失、浸水、流失、放射性物質等及び放射線の放出により避難を

必要とする住民を臨時に受け入れる避難所 

町内５小学校・３中学校の体育館が指定避難所となっている。 

・資本費平準化債 

公共下水道債及び流域下水道債の元金償還期間に比べ、減価償却費の計上期間

が長いことから生じる差額を補うための企業債のこと。世代間の利用者の負担

の公平性を図るために借り入れる。 

・受益者負担金 

新たに下水道が使用可能となった方に、整備費用の一部を負担いただくもの。

なお、熊取町では対象の土地の面積に応じて負担いただいており、金額は１㎡

あたり 423 円となっている。 

・受贈施設 

宅地開発などの民間開発事業において整備された下水道施設を、熊取町に無償

譲渡されたもの。 

・純損益 

一年度間における総収益と総費用の差額のこと。 

・使用料単価 

有収水量１㎥あたりの使用料収入のこと。 

・人口普及率 

下水道事業の整備状況を表す指標で、行政区域内人口に対する下水道が使用可

能な人口（整備区域内人口）の割合のこと。 

・水洗化人口 

下水道が使用可能な人口のうち、実際に公共下水道に接続している人口のこと。 

・水洗化率 

下水道が使用可能な人口（整備区域内人口）に対する、実際に公共下水道に接

続している人口の割合のこと。 
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・整備区域内人口 

下水道整備が完了し、下水道が使用可能な人口のこと。 

・損益勘定留保資金 

収益的収支における現金の支出を必要としない費用、具体的には減価償却費や

繰資産減耗費などの計上により、企業内部に留保される資金のこと。 

損益勘定留保資金＝減価償却費＋資産減耗費－長期前金戻入 

 

た行                                     

・他会計出資金 

一般会計繰入金のうち、一般会計が負担すべき建設改良費、企業債償還金など

に充てる繰入金のこと。 

・他会計補助金 

一般会計繰入金のうち、一般会計が負担すべき維持管理費などに充てる繰入金

のこと。 

・地方公営企業 

地方公共団体が水の供給や公共輸送の確保、医療の提供、下水の処理などの、

地域住民の生活や地域の発展に不可欠なサービスを提供する事業を行うために

経営する企業のこと。 

・地方公営企業法 

地方公共団体が地方公営企業を経営するにあたり、効率的な企業経営ができる

よう、その組織、財務、職員の身分取扱等について地方自治法、地方財政法及

び地方公務員法の特例を定めた法律のこと。 

・長期前受金戻入 

固定資産取得の財源となった補助金や負担金、または受贈財産について、減価

償却に見合った額を収益化して生じる会計処理上の収益のこと。熊取町では受

贈財産分が特に多い。 

・徴収率 

収入として徴収するべき額のうち、実際に徴収できた額の割合のこと。 

・特別会計 

官公庁会計（現金主義、単式簿記の採用など）において、一般会計とは別に設

けられ独立した管理が行われる会計のこと。熊取町下水道事業では平成 29 年

度まで適用されていた。 

 

 

 



156 
 

な行                                      

・内水ハザードマップ 

下水道の雨水排水能力を上回る降雨が生じた際に、下水道その他排水施設の能

力不足や河川の水位上昇によって雨水を排水できない場合に、浸水の発生が想

定される区域等の浸水に関する情報や避難場所、洪水予報・避難情報の伝達方

法の避難に関する情報を記載したもの。 

・ナショナルミニマム 

国が全ての国民に対し保障する「健康で文化的な最低限度の生活」水準のこと。

日本国憲法第 25 条に基づく。 

 

は行                                     

・パラメーター 

結果に影響を与える外からの値 

・法定耐用年数 

償却資産の価値の評価に用いる法令などで定められている年数で、その資産が

使用可能とされる期間のこと。主に減価償却費や長期前受金戻入の計算に用い

られる。 

・BOD 

生物化学的酸素要求量のことで、最も一般的な水質指標の一つ。一般に数値が

大きいほどその水質は悪いと言える。 

・PDCA サイクル 

Plan（計画）→Do（実施）→Check（確認）→Act（改善）を繰り返すことに

よって業務を継続的に改善していく手法のこと。 

 

ま行                                     

・マンホールカード 

下水道との身近な接点であるマンホール蓋を通じて、楽しみながら下水道への

理解や関心を深めることを目的に、地方自治体にて発行しているカードのこと。

熊取町では平成 30 年度より庁舎、駅下にぎわい館で配布している。 

・マンホールポンプ施設 

下水道管渠は自然流下での排水が基本であるが、地形上自然流下が困難な場合、

マンホールの中に設置するポンプ施設のこと。ポンプを利用して、自然流下が

可能な場所へ強制的に排水する。 
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・無形固定資産 

特許権、商標権やソフトウエア、借地権などの形のない資産のこと。熊取町で

は流域下水道施設利用権が該当する。 

 

や行                                     

・有形固定資産 

土地、構築物、機械及び装置、車両運搬具や工具器具及び備品などの形のある

資産のこと。 

・有収水量 

下水道で処理する汚水量のうち、使用料収入の対象となる汚水量のこと。 

 

ら行                                     

・流域下水道 

二以上の市町村の区域から発生する下水を処理するために地方公共団体が管理

し、かつ終末処理場を有している下水道のこと。熊取町は南大阪湾岸流域下水

道中部処理区として、岸和田市、貝塚市、泉佐野市、泉南市、田尻町と共同で

下水処理を行っている。 

・流域下水道債 

企業債のうち、流域下水道整備事業の財源として借り入れる資金のこと。 

 

わ行                                     

・ワイブル曲線分布 

時間に対する劣化現象や寿命を統計的に記述するための確率分布曲線。 

機械や物体が壊れる、劣化するといった現象になる確率を示す際に使われる確

率分布のこと。 
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